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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２０年１１月２７日（木）午前１０時　　　開会

　　　　　　　　　　　　　　午前１１時８分　散会

１．場所

大会議室

１．出席委員
委 員 長
 野口　博 
 副委員長
 川端福江 
 委　　員
 三好義治
委　　員
 弘　　

豊
 委　　員
 山本善信 
 委　　員
 三宅秀明

１．欠席委員
なし

１．説明のため出席した者
市　長　森山一正
 副市長　小野吉孝
市長公室長　寺田正一
 同室次長　有山　泉
 同室参事　吉田和生
同室参事兼人権室長兼人権推進課長　藤原堅太郎
 秘書課長　井口久和
同課参事　橋本英樹
 人事課長　山本和憲
 同課参事　石原幸一郎
政策推進課長　山口　猛
 同課参事　小矢田博子
 同課参事　工藤正巳

人権室人権推進課参事　林　彰彦　　人権室女性政策課長　牛渡長子
総務部長　奥村良夫
 同部次長兼総務防災課長　杉本正彦
同部参事兼財政課長　宮部善隆　　同部参事兼市民税課長　寺本敏彦
総務防災課参事　小原幹雄
 法制文書課長　奥　幸市
 情報政策課長　東角泰典
市民税課参事　柳瀬順一
 固定資産税課長　入倉修二
 同課参事　中西利之
納税課長　布川　博
 工事検査室長　角田猛志
 同室参事　亀尾　豊
会計管理者　小寺芳政
 会計室長　寺西義隆
監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　南野邦博
同局次長　豊田拓夫

消防長　石田喜好
 消防本部次長兼消防署長　浜崎健児
同本部参事兼総務課長　北居　一　同課参事　明原　修
 予防課長　森　一男
警備第１課長　本山　勝
 同課参事　熊野　誠
 警備第２課長　樋上繁昭

　　同課参事　納屋浩二

１．出席した議会事務局職員
事務局次長　野杁雄三
 同局参事　池上　彰

１．審査案件（審査順）
認定第１号　平成１９年度摂津市一般会計歳入歳出決算認定の件所管分
認定第５号　平成１９年度摂津市財産区財産特別会計歳入歳出決算認定の件
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（午前１０時　開会）

○野口博委員長　ただいまから総務常任

委員会を開会します。

　本日の委員会記録署名委員は三好委員

を指名します。

　先日に引き続き、認定第１号所管分の

質疑を行います。

　三好委員の３回目の質疑から始めます。

　三好委員。

○三好義治委員　おはようございます。

　それでは、３回目の質問を行いますが、

大きく１１項目質問をさせていただいて、

それぞれ前回の質問の中では要望も出さ

せていただきました。３回目の質問につ

きましては、３か４項目になっていると

いうふうに思っております。ただ、日に

ちがちょっとたってますので、少々ダブっ

た質問になるかもわかりませんので、お

許しをいただきたいというふうに思いま

す。

　それでは、まず第１点目の総務防災課

の関係での車両管理事務の関連でござい

ます。車両管理事務について専門的なこ

とにつきましては、前回のご答弁でよく

わかったんですが、やっぱり気になるん

が常に出てくる事故の関係での処理の仕

方ですね。それぞれ部門ごとに考えたと

きに、その現業の車両での事故件数いう

のが非常に目立つわけでございますが、

そういったところでの、車両管理、一般

車両でも９１台管理している中で、事故

を起こさせないという取り組みというの

が必要ではないかなというふうに思って

おります。

　その中で、前回ご答弁いただいたのが、

こういった車両管理の事務報告書のあり

方については、安全運転管理者を置いて

いるけども、そこまでの権限が一方では

ないということの中での全庁的な動きが

なされてないわけですね。ならば、労基

法に定められている安全衛生委員会、こ

れは事務的な公的な立場では制限範囲は

いろいろあると思いますけども、そういっ

たところまで視野を広げながら、そういっ

た交通事故の撲滅への取り組みをされた

らどうかなというふうに思っております。

　この点については、総務防災課が答弁

というよりも、全庁的なことなんで、多

分、市長公室長あたりかなというふうに

思いますが、総務部長になるんかな、そ

こらでの人事の関連でもあると思います

ので、そういった全庁的な動きを平成１

９年度決算の中で、どういう動きをされ

てきたのかという点についてお聞かせい

ただきたいと思いますし、万が一できて

ないんやったら、今後の対応としてどう

なされていくのかという点についてお聞

かせいただきたいというふうに思います。

　それと、２点目の消防救急出動のあり

方についてでございます。この点につい

てでも、前回の質問をさせていただいた

ときには、この北摂圏内において救急車

の出動については、それぞれ連携をとる

中で、第二次、第三次、それぞれ遅滞の

ないように搬送されているというふうに

伺ってるんですが、我々、こういった部

分につきましては、想定外のところでの、

やっぱり想定も一方ではしておかなけれ

ばならないのではないかなというふうに

思っております。

　奈良で起こった、ああいった産婦人科

の、新聞報道で読んでいる範疇でいいま

すと、これこそまさにたらい回しって書

いてましたので、たらい回しの事件があっ

た。また東京でも、また、たらい回しが

あって、死亡事故までつながっていった。

我々、この本市におきましてはどうやの

といったときに、三次救急いうのが、やっ

ぱり他市にお願いをしないといけない、

今、状況でございます。そういった、三
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次救急までを考えたときに、北摂だけで

なしに、例えば隣接している淀川を越え

たら門真、寝屋川、守口、こういったと

ころもあります。そういったところでの

連携体制はどうなっているのか、拡大し

たときの大阪府下の体制ですね。さらに

ドクターヘリというのが最近我々の方も、

補助金も出しながらいろいろやってます

けども、そういったドクターヘリへの対

応なんかは、本市としてどうなされてい

るのかという点についてお聞かせいただ

きたいというふうに思っております。

　それと３点目の、これはもうまさに人

事課に質問していた部分で、質問した結

果が、消防の年末年始の公休出勤手当の

５００万の返還金であったということで

ございます。きっちり５００万の返還金

になっているいうのも、また不思議だな

というふうに思っておりますけども、ま

ず、退職された方に対する請求権という

件について、要はこの５００万いうのは、

現職の職員で何名ぐらいおって、退職さ

れた方で何名ぐらいおられて、平均額と

最高幾らぐらいの返還金であったのか、

この点についてさらにお聞かせいただき

たいというふうに思ってますが、その請

求権という点についての、返還命令です

ね、退職された方の、この点についても、

非常に気になるところでございます。こ

の点について、どういう見解の中で返還

請求されたのかということについてお聞

かせいただきたいと思います。

　人事課についてでございますが、人事

については、２点質問をさせていただい

とったと思います。要は、正規職員をい

ろいろ定数管理の関係から削減をしてま

いりました。一方では非常勤職員、いわ

ゆる派遣並びにアルバイトを雇用してま

いりました。柔軟な勤務体系等々につき

ましては、私も異論はないんですが、た

だ、公的立場の中で、今、派遣法が改正

されたり、請負業が改正されたり、いろ

んなアルバイト、パートの賃金処遇が今

取りざたされております。そういった関

係で、公的立場で今のそういった現状を

とらまえて、どういうふうに思われてい

るのかというご質問をまずさせていただ

いておりました。これについて明快な回

答をいただきたいなというふうに思って

おります。

　もう一方では、そういった面では、正

規職員が削減をされてまいりました。ま

さに仕事の改革をしないことには、仕事

が前に進んでいかない。その仕事の改革

を行う上では、そこに働いている職員の

やりがい、生きがいをやっぱり求めてい

かなければならない。そういったところ

についての、職員研修がそれで充足され

ているのかということをお聞かせいただ

いておりますし、その中では、Ｏｆｆ

－ＪＴだけではなしに、やっぱりＯＪＴ

いうのも必要であるというふうに思って

おります。こういったところでの、人事

課の今の取り組みについてお聞かせいた

だきたいというふうに思いますし、一方

では、そういった物事を考えていくとき

に、一般質問で言いましたけども、ワー

クライフバランスという中で、まさにこ

こに仕事の改革と生活の改革をしながら、

その両立を行っていく、まず人事主導の

中で考えていかなければ、これは実践で

きないのではないかなというふうに思っ

ております。そういった観点の中で、ご

答弁をいただきたいというふうに思いま

すので、よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　寺田公室長。

○寺田市長公室長　１点目のご質問につ

いてお答えを申し上げます。

　我々職員が使う公用車について、いろ

いろと事故等が発生いたしまして、過去
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におきましても、議会の方からもご指摘

をいただいたところでございまして、今

現在、事故が起きた場合ですね、こちら

人事課といたしましては、関係課に聴取

をいたしまして、その事故の状況あるい

は職員の状態等もございまして、特に事

故等が多発する場合、その運転をしてい

る者が多く事故を起こす場合は、一時的

に運転手からおろして、作業員に回って

いただくとか、そういうふうな措置もし

ております。また、再発防止に向けた、

所管課の取り組み等もお聞かせを願って

おりまして、事故をなくすように努力は

してきているところでございます。

　ご質問の労働安全衛生委員会等への視

野を広げて検討してみてはどうかという

ことでございます。労働安全衛生委員会

は、職員の労働に関すること、安全衛生

に関することが主でございますが、一応、

そういう職場内での事故等でございます

ので、そのような方向を一度、労働安全

衛生委員会につきましても検討していき

たいというふうに考えております。

○野口博委員長　樋上課長。

○樋上警備第２課長　消防救急出動のあ

り方について、ご答弁させていただきま

す。

　産科、脳疾患等の重篤な患者の搬送先

病院でありますが、通常、産科の場合に

つきましては、かかりつけ病院へ搬送す

るのが原則であります。かかりつけ病院

がない場合や脳疾患、心疾患等の重症患

者の搬送につきましては、患者の観察状

態により適正な病院を迅速に見つけるた

め、大阪府救急医療情報システムで検索

し、近隣から救命救急センター、また、

大学病院の総合病院に救急搬送いたして

おりますが、時間帯や診療科目、患者の

重症度によっては、受け入れ病院が見つ

からず、遠方の医療機関になり、長時間

になる場合があります。

　搬送時間といたしましては１５分から

３０分ぐらいで病院搬送を行っておりま

す。重篤な心疾患、脳疾患でありますと、

三島、千里、阪大、守口、関西医大等の

救命救急センター、国立循環器病センター

等の専門病院へ、また、産科では済生会

吹田病院、淀川キリスト教病院、大阪医

科大学附属病院などの地域周産期母子医

療センターへ救急搬送しております。

　また、ドクターヘリの運用につきまし

ては、平成２０年１月１７日より運用が

開始されており、基地病院は吹田市にあ

ります大阪大学医学部附属病院高度救命

救急センターで、３６５日、午前８時３

０分から日没までの天候が障害とならな

い日となっております。本市のヘリポー

トは５カ所を登録しております。現在の

ところ、脳疾患、心疾患を含むすべての

救急事案に対しまして、救急隊員による

バイタル等の観察により、大阪府救急医

療情報システムを検索し、近隣の救急救

命センター、総合病院の診察可能な病院

へ連絡し搬送しておるのが現状でありま

す。ドクターヘリの利用につきましては、

救急車等の連係訓練も行っておりますが、

出動要請するに当たりましては、要請か

らヘリ到着までの時間と、阪大病院まで

の救急車による搬送時間が余り変わらな

いことや、安全管理上、関係機関への連

絡や砂あらし等の対応のため、消防隊を

増隊しなければならず、そのような時間

を考え、利用いたしておりませんのが現

状であります。特殊災害等の事案により、

ドクターヘリの利用も必要があると考え

ております。

○野口博委員長　明原参事。

○明原総務課参事　それでは、私の方か

ら過払いの具体的金額等につきまして、

ご答弁させていただきます。
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　過払いの対象となりましたのは、消防

職員８５名、うち平成１９年の１２月現

在での退職者７名でございます。過払い

の合計金額につきましては、５年間、平

成１４年の１２月からの支払い分にさか

のぼり積算しました結果、合計額で６３

３万４，６９４円、一人当たりでは最高

額で２１万８，２２４円、最少額で１万

２，１０５円、平均ですと７万４，５２

５円でございます。

　過払い金額に係ります事務処理といた

しましては、該当者に返還協力を求めた

結果、全員にご理解、快諾いただきまし

て、平成１９年１２月に現職の職員７８

名と退職者７名、計５０５万５，３７６

円の返還が済み、これを１９年で決算い

たしたところでございます。

　これが２０年になりますが、２０年６

月に残りの分割を希望した職員、これは

現職でございますが、２１名分の１２７

万９，３１８円の返還が済み、全額の返

還が完了いたしました。

　次に、退職者への請求についてでござ

いますが、現職の職員と同様、これは地

方自治法第２３６条に規定されておりま

す金銭債権の消滅時効である５年間とい

うことにさかのぼり積算請求いたしまし

た。これは、新聞、インターネット等で

見る限り、全国的にも同じような対応を

やっておりまして、近隣での対応も同じ

ような対応でございました。

○野口博委員長　山本課長。

○山本人事課長　まず、非常勤・臨時職

員のあり方について、公的立場からとい

うお問いでございます。

　非常勤職員につきましては、国家公務

員におきましては、一定の制度化をされ

て、非常勤職員の位置づけがございます。

人事院勧告におきましても、非常勤職員

の中には業務面から見ると恒常的に必要

とされる業務等々、また一時的に生じた

業務に当たる職員等々がいらっしゃり、

不均衡もあると。人事院といたしまして

も、給与に関する指針の策定を加えて問

題意識を持って考えていきたいという指

針をされております。

　我々、地方公務員におきましては、国

のように確固たる法的な位置づけとして

なかなか我々に見い出せないものがござ

いますので、各市条例なり規則によって

運営をしているというのが現実的対応で

ございます。

　また集中改革プランの正規職員削減を

全国的に展開する中で、総務省の方が各

団体がやはり非常勤職員であるとか、臨

時職員であるとかの活用をしておられる

というプランを各団体がつくっていると

いう関係上、また人事院におきまして、

そのような勧告が出ている関係上だと思

いますが、これは想定でございますけど

も、総務省におきまして、ことし７月に

地方公務員の短時間勤務のあり方に関す

る研究会というのが、この７月だったと

思いますが、立ち上がりました。その研

究内容といたしましては、公務員の短時

間勤務制度に関する事項について調査研

究を行うと、その中で任期つき短時間制

度のあり方、活用方法、もう１点が臨時

非常勤職員の任用のあり方ということが

検討をしておられます。

　１２月段階で一定の何か指針なりが出

てくるということも伺っております。我々

といたしましては、やはり、地方財政改

革を行っていく中、非常勤職員、臨時職

員の方々のご協力というのも当然必要に

なってまいります。また、総務省、国の

方でいろいろ検討しておられます、その

ような指針を受けまして、今後、本市の

あり方について検討を、より一層の検討

をしてまいりたいというふうに考えてお
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ります。

　続きまして、正規職員の生きがい、ま

たワークライフバランスという関係のと

ころでございますけども、２回目のご答

弁にもお答えいたしましたように、人材

育成の基本方針を作成いたしております。

ここの総合的人材育成システムという中

で、研修制度また人事制度また職場での

ＯＪＴまたその他職場との連携というの

が今後人材育成をしていく上で不可欠で

あるということも記載をいたしておりま

す。また、その中で研修制度を充実して

いきたいということも掲げさせていただ

いております。

　このような制度をすべて使いながら、

職員の生きがい、やりがいを見つけてい

けるような研修を人事の方でいま一度、

いま一層、研究をいたしまして、また人

事の方が事務局をさせていただいてます

職員で運営しております研修委員会とい

うのがございます。その中でもご議論を

いただきながら、職員の人材育成に努め

てまいりたいというふうに考えておりま

す。

○野口博委員長　いいですか。

　以上で三好委員の質問は終わりました。

　川端委員。

○川端福江委員　おはようございます。

　先般から各委員が、いろんな形で質問

をされておられます。精査をしまして、

なるべく重複をしないように数点だけ質

問をさせていただきたいと思います。

　まず、決算書の方ですね９７ページ、

款２総務、項１総務管理費、目１２女性

政策費の分でありますけれども、啓発誌

の作成委託料１２万円が計上されており

ます。決算概要を見ましたら、男女共同

参画社会に向けての啓発誌の発行となっ

ております。この本のタイトルと冊数と

いいますか、あと配布等について教えて

いただきたいと思います。

　２点目は、決算概要になりますが、１

３０ページのところに自主防災組織支援

事業ですね、三好委員も質問をされてお

りますけれども、ちょっと観点が違いま

すので、質問させていただきたいと思い

ます。

　私は決算額が４３万５，３５５円と計

上されているんですけども、自主防災組

織の結成と育成を図るとあります。１９

年度の開催状況ですね、自主防災と、あ

と参加数の状況ですね、どうしても年々

増加の一途をたどっているいうふうには

思えなくて、ある意味マンネリ化がある

んじゃないかと思いますし、これ本当に

一番大事な、地震大国で日本ありますの

で、いつ何どきっていうのは、もう特に

また東南海・南海地震等も予測をされて

いるところでありますけれども、本当に

一番大事な部分であると思いますので、

それこそこれは必要なことでもあります

し、また皆さんに周知徹底といいますか、

何もないときはいいんですけど、いざっ

ていうときのためにっていうことで、こ

れはもう皆さん周知の事実でありますけ

れども、そういったところで、何とか活

性化といいますか、マンネリを防ぎたい

なという思いでおりますんで、ちょっと

１９年度の状況だけを教えていただきた

いと思います。

　３点目は、決算概要のちょっと前後し

て申しわけない、４９ページなんですけ

ども、女性政策課であります。男女共同

参画センター管理事業ということで、そ

の中の活動専門員と賃金ということで、

決算額は１，７１９万４２２円というの

が計上されております。

　この中で、何人の方が、賃金でありま

すけども、おられるのかということと、

あと職務体制ですね、弁護士の方も女性
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相談等でおられたりすると思いますけれ

ども、この１，７００万のなにがしかの

お金の配分といいますか、要するに弁護

士の方に幾らと、またほかに担当してい

ただいている方にということで、これは

賃金になっておりますので、その内訳を

教えていただきたいと思います。

　もう１点は次の５０ページなんですけ

ども、この決算概要の女性問題相談事業

とありますが、これは女性の面接相談ま

た法律相談等、女性電話相談を実施と、

備考のところにありますけれども、いろ

んなさまざまなことに対応していただい

て、本当にご相談にいかれる方は、それ

こそ大きな、頼りにされていると思いま

すし、また喜んでおられる方もおられま

す。その実施状況ですね、事務報告書に

詳しく掲載していただいておりますけれ

ども、これも報酬の内容ですね、教えて

いただきたいと思います。

　先ほどの４９ページの活動専門員等の

賃金とありましたけども、どういう何人

の方で、どういう職務体制になってるの

かということですので、よろしくお願い

したいと思います。

　一応４点だけ、よろしくお願いいたし

ます。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　私の方からは自主防

の組織の訓練内容等についてお答えした

いと思います。

　１９年度につきましては、旧小学校区

の単位の自主防災組織としては９カ所で

訓練を行っていただいております。この

中で約２，１００名の方の参加をトータ

ルでいただいております。１カ所大体１

５０名から２００名、２５０名程度参加

をいただいておるようになっております。

開催状況参加状況はそういうことですけ

ども、これは１９年度だけにかかわらず、

ずっと続けていかないといけない、もち

ろん大事なことで、委員ご指摘のとおり

かと思います。

　マンネリ化というお話もございました。

確かに各小学校区、また自主防災組織の

役員さん、ご努力をいただきながら実施

をいただいておりますが、やはり、でき

る訓練の内容というのは、ある程度限ら

れているというのも事実でございます。

その中でもいろんなことを工夫をいただ

き、我々もご相談いただいた中で消防と

も十分協議しながらやっておりますが、

やはり科目的には一定限られてきている

のかなと思っております。

　ただ、私、講評をさせていただくとき

に申し上げるんですけど、マンネリ化と

いう言い方をされますし、また同じこと

かっていうことを言われますけども、一

方でこれは恒例にしていただきたい、毎

年同じことであっても繰り返していただ

きたいというお願いをしております。何

度やってもこれは大事なことですから、

お願いしたいというふうに、我々もお願

いしますし、役員さんにもお願いします。

役員さん自身が一番マンネリ化をおそれ

られるというか、また同じことをされる

ということで、参加者から言われるのも

つらいと思うんですけども、それもあっ

て、そういうふうにお伝えしております。

　そういうことでご理解をいただきたい

と思うんですけども、一方でこの１２月

７日には新たに旧の三宅校区の自主防の

組織が立ち上がります。あと、これで旧

の柳田校区だけに、もう、これもお願い

をしておりますが、なりまして、自主防

の結成についても、今後とも努力をし、

また訓練についても努力をしていきたい

と考えておりますので、よろしくご理解

の方お願いいたします。

○野口博委員長　牛渡課長。
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○牛渡人権室女性政策課長　それでは、

女性政策課に係ります３点のご質問につ

いてご答弁申し上げます。

　まず啓発誌の作成内容と配布先という

ことでございますけれども、女性問題シ

リーズといたしまして、毎年、市民向け

の啓発誌を作成させていただいておりま

す。平成１９年度は女性に対するあらゆ

る暴力の根絶をテーマに「ＮＯ女性への

暴力」というタイトルで、１，０００部

を作成いたしました。

　主な配布先につきましては、庁内の全

課、ＤＶネットワーク会議に参画の市民

課やこども育成課等の窓口、それから市

役所ロビーのチラシラックに配置をさせ

ていただくとともに、公民館、図書館、

男女共同参画センターといった公共施設

にも置かせていただいております。

　また、男女共同参画センターの主催講

座で、ＤＶセミナー等を実施した機会に

受講生に配布をさせていただいたり、あ

るいはＤＶ相談にお見えになった市民の

方に情報提供という形でお配りをし、活

用をさせていただいております。

　２点目の男女共同参画センターの専門

員等の賃金に係る部分でございますが、

現在、男女共同参画センターの事業運営

の担い手といたしまして、非常勤一般職

の活動専門員４名と、専門員を補助する

職員として非常勤一般職の活動推進員３

名、計７名を雇用しております。

　職務体制ということでございますけれ

ども、活動専門員と活動推進員の違いと

いうことになろうかと思いますが、活動

専門員につきましては、女性関連施設な

どで実務経験を有する者、あるいは女性

問題に関する専門知識を有するものでご

ざいまして、男女共同参画センターの講

座運営、情報の収集発信、相談、市民活

動支援といったセンター事業の推進役と

なる職員でございます。

　また、活動推進員につきましては、活

動専門員の補助的な役割を担うものでご

ざいまして、女性問題あるいは男女共同

参画センター事業に関心をお持ちの市民

の方を行政パートナーという位置づけで

雇用をさせていただいております。

　先ほど、職務体制の中で、弁護士等と

いうお話がございましたが、これにつき

ましては、相談事業を委嘱しております

ので、そちらの方で合わせてご答弁申し

上げます。

　女性問題相談事業の報償金の内訳とい

うご質問でございますけれども、現在、

男女共同参画センターにおきましては、

女性のための相談事業といたしまして、

法律、面接、電話の各種相談事業を実施

しております。面接相談はフェミニスト

カウンセラーに委嘱をしておりまして、

毎月第１、第３の火曜日の午後１時から

５時まで、お一人５０分の予約制で運営

をしております。平成１９年度につきま

しては２２日の実施日がございましたの

で、報償金７１万１，４８０円を支出し

ております。

　次に、法律相談は弁護士を委嘱してお

りまして、毎月第２、第４の火曜日の午

後１時半から４時半まで、お一人３０分

の予約制で実施をしております。平成１

９年度につきましては、２４日の実施日

がございましたので、報償金６２万４，

０００円を支出しております。

　次に、電話相談につきましては、専門

の電話相談員によりまして、毎週月、木、

土曜日の午前１０時から午後４時までを

実施いたしております。なお、土曜日に

つきましては、相談件数の増加を踏まえ

まして、平成１９年度より拡充をさせて

いただいたものでございます。

　総数１４１日の実施日がございました
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ので、報償金６６万８，３４０円を支出

しております。また、電話相談員につき

ましては、情報の共有化ですとか、スキ

ルの保持のために、スーパーバイザーに

よるケース検討会議等もあわせて開催を

しておりまして、バイザーに対する報償

金といたしまして１５万５，０００円を

支出させていただいておりますので、記

載の決算金額についてはそういったもの

の総数ということになります。

○野口博委員長　川端委員。

○川端福江委員　ありがとうございまし

た。最初の啓発誌の作成の委託料ですけ

ども、よくわかりました。あと、関連す

るんですけれども、摂津市の男女共同参

画計画せっつ女性プランの１９年度の推

進の状況報告というのがありましたけれ

ども、その中に、８ページなんですけど

も、男女平等教育の学習の推進の項目の

ところに、その内容としまして、１９年

度の実績の中に、人権の教育副読本を用

いて、その家庭における家族の役割につ

いて学ぶと、また、職業体験学習を通じ

て女性の社会進出や男女平等について学

ぶということが、１９年度実施をされた

とありますけれども、これは人権の副読

本でございますから、「にんげん」とい

う小冊子だと思います。

　このことについて、真に女性の社会進

出や男女平等についてこの副読本、人権

は本当に大事なことであります、もう、

すべての基本、根本だと思いますけれど

も、それで特に男女共同参画の教育とい

いますか、勉強って、学べるのかという

疑問がありますんで、それについてお伺

いを、もう一度教えていただきたいと思

います。

　２点目の自主防災でありますけども、

先般からも三好委員の方もありましたり、

また避難所運営マニュアルといいますか、

出されるという、これは避難所について

からのというお話がありましたけども、

今、お聞きさせていただいて、やはり、

それこそ担当課の考え方というのがすご

く大きな影響がありますし、当然、その

方向に行くわけでありますけれども、恒

例にするという、恒例が大事であるとい

う、これ本当にすごく大事なことでもあ

りますけれども、その中にやっぱり、私

も何カ所も、それこそいろんなところに

行かせていただいて、特にそれを感じる

わけでありますけれども、参加を、ずっ

とまじめに参加をされている方、いつも

一緒やという、そういう感覚になられな

いかなという、そういったこともありま

すし、ですから、やっぱりマンネリとい

う言葉が悪ければ、それこそ、また言葉

を考えて、また言葉をかえて言わないと

いけませんけれども、同じことといいま

すか、どういっていいのでしょうかね、

だから、本当に地域の方にまたお知恵を

拝借しながら、なるべく、また新しいも

のを１点入れていくというか、そういう

目新しいものは特にはないでしょうけど

も、そういう質疑応答しながら、またど

ういう方向に行けばさらに盛り上がり、

またさらに皆さんが防災に対する意識と

いうか、そういったものを身につけてい

ただけるのかという、そういったことも

また、今後考えていっていただけたらと

いうことで、要望とさせていただきます

ので、よろしくお願いいたします。

　３点目でありますけども、女性活動専

門員等の賃金につきまして、今教えてい

ただきました。それこそ、活動推進員さ

ん、また活動専門員さん、専門員さんは

今もお話がありましたとおりであります

けども、活動推進員さん３名の方は、ま

た専門員の補助ということで、行政パー

トナーということで、市民の方からとい
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うことで言っていただいておりましたけ

ども、本当にそれこそ市民に、活動専門

員さんもある程度研修も受けて、そうい

う専門性も必要でしょうけれども、女性

大学校が、今までありました。そういう

勉強されたり、本当に意識を持っていらっ

しゃる方の受け皿がなかなかないという

ことも、私たちも常に気になっています

し、何かそういう機会がないかなという

のは、いつも考えておりますけれども、

そういったところに推進員さんはそういっ

た方で選んでいただいたり、また参加を

されてると思いますけども、本当に市民

の皆さんの中では立派な方がたくさんお

られますので、また、門戸を広げていた

だいて、活動の専門員さんの方も、そう

いう状況に応じて、その人によりますけ

れども、そういったところで、またなる

べく市民の方で、また研修を受けてそう

いう任につかれるような、そういう門戸

を広げて、できるだけいただきたいなと

いうことを要望させていただきたいと思

いますので、よろしくお願いします。

　あと女性問題の相談事業の件でありま

す。本当に今答えていただきましたよう

に、さまざまな形で弁護士さんとか面談

の方、また電話で相談していただいたり、

先ほども話しさせてもらいましたけども、

本当に皆さんが、私も何回かここでされ

てますよっていうことで行かれたり、ま

た、本当にそういう相談の窓口も十分に

配慮していただいているということで喜

んでおられます。でもまだまだＤＶが多

いんですよ、ドメスティック・バイオレ

ンスも多いですし、ですから本当にそう

いった意味で、今、金額の方を聞かせて

いただきましたが、私の質問が悪かった

んでしょうか、女性問題の２１７万４，

３２０円、決算額が出ておりますね、計

上されておりますけども、その中に報償

金が２１５万８，８２０円と、一時保育

委託料が１万５，５００円となっており

ます。この２１５万８，８２０円が今言っ

ていただいた弁護士さんとか面談の方、

また電話で相談に応じていただいている

方、その方々の額じゃないかと思うんで

すけども、この今言っていただいた金額

を計算しますと、２１５万８，８２０円

になるんですね。そうですね。その内訳

を聞かせていただきたかったので、ちょっ

とこれをさっと計算をしておりませんで

したので。

　これからも本当に女性の皆さんの心の

支えになっていただけるように、さらに

お願いをしておきたいと思います。１点

だけよろしくお願いいたします。

○野口博委員長　牛渡課長。

○牛渡人権室女性政策課長　２回目のご

質問にご答弁させていただきます。

　学校教育におけます男女共同参画に対

する取り組みの部分でございますけれど

も、せっつ女性プランの平成１９年度推

進状況に報告の内容につきましては、男

女平等教育学習の推進につきまして、学

校現場では大阪府の人権教育副読本「に

んげん」を用いまして、その中にござい

ます男女共生をテーマにした内容を取り

上げて、男女の共生や家庭における役割

について、学習する機会とされていると

いう報告をいただいたまとめをさせてい

ただいたものでございますので、その内

容で学べるかということのご質問でござ

いましたけれども、女性プランの推進に

つきましては、女性政策課のみで行える

ものではございませんで、各施策推進課

となる担当課の方の積極的な取り組みも

必要になってまいります。学校教育の方

でも十分にそういった趣旨を踏まえて、

男女平等教育に取り組んでいただいてい

るものと思いますので、報告の内容のと
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おりとさせていただきたいというふうに

思います。

　それと、先ほどの女性問題相談事業の

報償金の内訳ですけれども、先ほど申し

上げました数字を足していただきますと、

決算額の２１５万８，８２０円になりま

すので、よろしくお願いいたします。

○野口博委員長　川端委員。

○川端福江委員　ありがとうございまし

た。最初の分ですね、啓発誌の、今、こ

の男女共同参画の重点施策が男女平等教

育学習の推進と、施策の方向が学校教育

における男女平等教育の推進という形に

なっております。先ほど言われたように、

大阪府の方からおりてきているというこ

とで、この「にんげん」も本当に大事な

小冊子、副読本でありますんで、しっか

り学んでいただいたらと思いますが、な

おかつ、男女平等参画社会とはどういう

ことなのか、なぜ必要なのかというよう

なことも、これは吹田なんですけども、

「エール」という本が、小冊子ですね、

もう本当に三、四ページ、五ページぐら

いのもんですけども、これをつくってお

りまして、中学生向けっていうことで、

男女共同参画社会を目指す啓発冊子とし

てつくっておられます。

　こういう中学生のつぶやき、また家事

についてってね、本当に女性だけが家事

をするわけではなくして、いろいろな形

で男女ともに手を携えてというのが、最

後の方には男性の職業のようなところも

女性が入っているし、またその逆もあり

ますけども、いろんな男女はもう一緒で

すよという形の、先輩たちの生き方を知っ

てみようという、こういうのがつくって

るんですね。そんなんで、やっぱりはっ

きりとわかる、それこそ、そういう男女

共同参画社会とはどういう社会なのかと

いう、私たちが推し進めておりますけれ

ども、そのことをやっぱり教育現場とい

いますかね、中学校のときから、またあ

る意味、小学校では同和があるんです、

「これ変だな」という、ちょっときょう

は持ってきておりませんけれどもね、そ

ういう年代別といいますか、小学生と中

学生という、そういうような形でやっぱ

り小さなころからというか、学校教育の

中でもこれはここだけではいけない、い

ろんな関連性があるでしょうけども、そ

ういった形でこういう小冊子も、ぜひま

た今後作成していってはどうかというの

を提案とさせていただきますので、よろ

しくお願いいたします。

○野口博委員長　以上で質疑を終わりま

す。

　暫時休憩します。

（午前１０時４５分　休憩）

（午前１０時４７分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　認定第５号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　質疑ございませんか。

　山本善信委員。

○山本善信委員　それでは、まずですね、

歳出にかかわっての話で、それぞれ太中、

味舌上、鶴野、乙辻、小坪井と、財産区

の個々の支出項目があるわけですけれど

も、補助交付金の内容についてですね、

これは大体は見当はついてるんですけど

ね、恐らく地域の会館の維持管理費とか

あるいはそういったことが中心に事が動

いていると思うんですけど、念のために

その辺の事情を聞かせていただきたいと

思います。

　それから、一般会計のときにいろいろ

やりましたけども、いわゆるこの財産区

財産の運用についてといったらいいのか、

あるいはまた、それを活用するという形
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でといったらいいのか、いわゆる一般会

計の方へ貸し出しをして、一般会計の方

で用立てていただいているというような

経過があると思うんです。この辺につい

てのどういうことなんかということは、

改めてこの機会に説明を求めておきたい

と思います。

　それから、もう一つは、財産区財産と

いうのは、今数字にあらわれない部分で

具体的にどういったものがあるのかとい

うことについて、市の方ではすべて把握

をしておられると思うんですが、この点

についてですね、それをまた数字にあら

われてない財産区財産について、どうい

うふうな形で事が推移したのかというこ

とです。それをお聞かせいただきたいと

思います。

　既に、数字にあらわれているというの

は、いわゆる味舌上の財産区のように、

実際にその分を貸し出しをして、いわゆ

る収入として上がってきていることがあ

るわけですね。ですから、そういったこ

とについて、やはり有効に活用していく、

それが一般会計の方にそのうちの２割が

入るということであるわけですから、そ

ういったことの活用の努力というのは、

この年度でどういう、あるいはまた過去

の年度でどういうことを具体的にされて

きたのかといったことなんかについても、

この際にご説明をお聞きしておきたいと

思います。

○野口博委員長　小原参事。

○小原総務防災課参事　それでは、それ

ぞれの財産区の事業交付金の使い道とい

うことでございますけれども、一般的に

それぞれ地区では集会所といいますか、

公民館ともいっていますが、地区の会館

を持っておりますので、それらの公民館

の管理光熱水費、いわゆる管理人がおる

ところはその費用、各団体に清掃の管理

を委託されているところは、そういった

委託料が中心でございます。

　それと、その会館以外に地区で防犯灯

事業をされているところもありますので、

そういった防犯灯の修理につきましても、

そこの財産区の費用から出ております。

　それと、消防関係で消火ボックスの修

繕、ホースの格納箱の購入、そういった

ものについても使われております。

　一般的に会館あるいは旧の地域のとこ

ろの費用に充てているというふうに理解

していただければと思います。

　財産区の財産をどのように活用されて

いるかということでございます。今、一

つは、味舌上財産区なんですが、土地を

スーパーマーケット及び企業に貸し出し

ております。それは、市場池の横の敷地

でございまして、イズミヤの駐車場に貸

し出しております。

　それから市場池のそばに小池というの

がございまして、そこも現在埋立地になっ

ておりますが、その場所につきましては、

岡本銘木店というところに駐車場として

貸し出しております。また、それ以外の

小池の部分につきましては、近くのイズ

ミヤから従業員用に貸し出してほしいと

いうのがございましたので、２０年度に

つきましては、年度途中から貸し出しを

しております。

　そして、その土地収入のうち２割、２

０％につきましては、市の方へ繰出金と

して歳入として上げさせていただいてお

ります。

○野口博委員長　総務部長。

○奥村総務部長　それでは、一時借入金

の分について、私の方から答弁させてい

ただきます。

　過日、１９日に一般会計のご審議のと

きに、一応説明させていただきましたが、

ダブることあるかもわかりませんが、説
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明をさせていただきます。

　決算概要の１９ページのところに、一

時借入金の借り入れ状況を掲載させてい

ただいております。１９年４月２２日か

ら、２０年２月２７日まで、それから、

２０年２月２８日から２０年４月２２日

までということで、一応、通年で財産区

財産のいわゆる余剰金ですか、繰越金を

運用させていただいております。

　これは、この前も説明いたしましたよ

うに、ペイオフの関係がございます。従

前でしたら、余剰金を金融機関の方に預

け入れをし、それから定期利息を得てお

りました。ところが、ペイオフで１，０

００万以上の分については元本が保証さ

れないということで、従来どおりの銀行

に預けるとなれば、無利子の当座預金と

いうふうになります。それでは、財産区

財産のせっかくの財産を確実、有益な運

用ができないということで、本市の一時

借入金に導入をしたものでございます。

　この前も言いましたように、金融機関

で一時借入を借りたならば、今でしたら

２％ないし３％ぐらいの利息を払わなけ

ればならないというようなことがござい

ます。もちろん、一時借入ですので、金

融機関で借りますと必要なショートした

期間、２カ月、３カ月ぐらいの期間にな

るんですけども、それでも通年で定期で

借りる方が、市としては安く上がると、

それからまた反対に財産区の方では確実

に利息収入が得られるというようなこと

で、運用してまいりました。

○野口博委員長　山本委員。

○山本善信委員　今のお答えで中身の方

は実際に私も十分承知しておるつもりな

んですけども、この財産区財産というの

は、ちょっと特殊な自治体としての管理

しなければならない部分ではあるんです

けども、これまでの経過を考えてみます

と、非常に消極的な活用だけしかできて

ないような感じがするわけですね。です

から、これをやっぱり、公の財産として

積極的に活用していくということの方向

を模索するというか、検討しなければな

らないのではないかというふうに思うわ

けですね。

　予算にあらわれてない、数字にあらわ

れてない財産、例えば旧三宅の関係から

しますと、八丁池という池があるわけで

すが、こういった財産とか、あるいはま

た、千里丘小学校の坪井の分に関しては、

もう既に市の方にはまだなってない部分

があるわけですね。そういったことなん

かについても、この予算そのものには数

字としてはあらわれてきませんけれども、

やはり、そういったことについてのこと

も十分考えなきゃならんでしょうし、し

かもそのことが、例えば、今、味舌上財

産区のように、その地代が２０％収益と

いうか、活用できればその分については、

わずかではありますけれども、市の方の

財政的な面も潤うような形になるわけで

すから、だからそういったことも、やは

り市の方として、地元の財産区はもちろ

んいろいろと考えることあるんですけど

も、かなり制約があったり、あるいはま

た、役員さんが変わられたりして、なか

なか系統的にきちっと管理することにつ

いて、積極的な管理の方法を見い出せな

いというふうなのが実態だというふうに

思っておりますので、ですから、その辺

のところについてですね、プロの立場か

ら担当の方でしっかりと見通しを持って、

その辺のところを考えていただいて、こ

れから地元の財産区の関係の皆さんにも

指導と申しますか、助言と申しますか、

そういったことでやっていただきたいと

いうふうに思う立場から、今のようなご

質問を申し上げたわけです。
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　ですから、非常に地味な部分でありま

すので、しかも今までから、そんなに積

極的にどうのこうのという問題になった

ようなことはありませんし、大きく処分

できたり何かしたりして、数字にあらわ

れてきたときには、やや、こんなのもあっ

たんかということで、八丁池のときでも

２５億のお金が入って、そのうちの５億

が茨木市と摂津の方に渡って、１億、２

億のお金が入っている、それ以外にも、

それの数字の利息が一般会計の方に２割

ずつ毎年入っていくというような形で、

今はそんな状態ではありませんけれども、

そういった時期もあったわけですから、

だから、そういったことをやっぱり考え

て、運用、活用してもらわないかんとい

うふうに思いますのでね、その点につい

て、これからも恐らくそういうことでやっ

ていただけるとは思いますけども、さら

にその辺のところをお願いしときたいと

いうふうに思います。

　それから、具体的に、数字になってな

い、この数字にあらわれてこない部分で

の財産区の把握というのは、きちっと台

帳か何かでできてるのか、その点もう一

度聞かせていただきたいと思います。八

丁池の残りなんかありますわね。売却し

た残りとかね。そういった形で、具体的

に数字になってきてない部分の財産区財

産というのは、かなりあると思うんです

けどね。その辺はどうなんでしょうか、

それは台帳なりまとめた話として出せる

ことはできるんでしょうかね。ちょっと

その辺どういうふうになってるのか聞き

たいと思います。

○野口博委員長　杉本次長。

○杉本総務部次長　財産区の財産でござ

いますけど、我々が財産区の利用されて

ない部分というのがあって、ということ

で今ご指摘のとおりですけども、１００

％捕捉できてるかどうか、なかなかでは

あるんですけども、そういう台帳は一応

ございます。

　ただ、財産区の財産の場合、これ旧の

権利関係が非常に難しく入り乱れている

というところがありまして、その辺の精

査をもう一度考えないかんなと、我々の

中でもちょうど問題として意識は持って

おります。

　一方で、積極的な財産活用というお話

もございました。一つだけ、我々として

も痛しかゆしといいますか、財産区とい

うのは、基本的に積極的な行為をしない

というのが法律の規定のように思います。

今後、特にこういう都市化されたような

地域の財産区というののあり方というの

は、もうちょっと大きな国の制度全体の

中でもう一度見直していただきたいなと

いうこともございますので、やっぱり府

等へ、国等への要望、こういうのもして

いかなくてはいけないのではないかなと。

でないと、いざ何か開発行為とか起こっ

たときに、非常に開発される方自身が非

常に動けないというようなそごも出てく

るように思いますので、そういった面に

ついても今後要望もしてまいりたいと考

えておりますので、よろしくご理解の方

お願いしたいと思います。

○野口博委員長　山本委員。

○山本善信委員　今のお話だと思うんで

すけどね、もちろん、積極的にどうのこ

うのということを申しましたんは、これ

はあくまで余り大っぴらにどうこうとい

うつもりはもちろんないんですけども、

現実に一番のいい例として味舌上財産区

のように、現実にわずかでも市の方の財

政が潤ったり、あるいは財産区そのもの

について、膨らますという方向で事が動

くというのは、法ではちゃんと求めてな

いわけですから、それはそれで別にそこ
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まで言うつもりはないんですけども、実

質的にそういうことで判断していけるふ

うな形であるのではないかというふうに

思うんですね。

　ですから、それと同時に把握できるか

できてないかというのは、これはいわゆ

る村から合併で市になったときに、もと

の財産についてどうやということの話だっ

て、その法的なことも承知しているわけ

ですけども、ただ、財産区が持てるとい

うのは、いわゆる普通地方公共団体とか

法人とかですね、あるいは個人とかって

いうふうに限られて、その中途半端な状

態に置かれている、それをある程度、市

が全体として公の財産として特別会計で

管理するという形になっているというの

は十分承知しているわけですけども、た

だ、そのときに、そのことについて、承

知している、実際の財産区の特別会計を

持ってそのことを考えている市として、

やはりそういったことを十分把握した上

でやらなきゃならん。

　地元の財産の中には、いわゆる保存登

記としてはっきりと所有権がそこにある、

権利関係がそこにあるということじゃな

しになっている部分、あるいはまた、極

端な言い方したら、当時の古い時代の役

員さんの名前で共同で名義人になってい

ると、しかしそれは実質的には財産区財

産、地域のものだということの話があっ

たりしますわね。そういうふうな中途半

端な状態のものがずっと続いているわけ

ですわ。法的な裏づけがいろいろあるに

しましても、やはりその辺のところの管

理をこれからもちゃんとしてもらわなきゃ

ならんというときに、地元の関係の皆さ

んというのは、その辺のことを理解して

おられる方もありますけれども、少ない

ということになれば、やはりそのことに

よって、そのために２割の部分を市の一

般会計に入れているというふうなことが

あるわけですから、その辺のことをやっ

ぱりプロとして、専門的にちゃんと管理

するについて努力してもらわなきゃなら

んという、あるいはまたいろいろな法的

な問題の裏づけ、その他についても、ちゃ

んと地元の皆さんに理解してもらえるよ

うな努力もしなきゃならんし、あるいは

またそのことについていろいろ方法を考

えなきゃならんというのも市の方の関係

の立場ではないかというふうに思います

ので、あえてこういう形で申し上げてい

るわけで、ひとつその辺のところをぜひ

理解いただいて、これから対応していた

だきたいというふうにお願いしときたい

と思います。

○野口博委員長　以上で質疑を終わりま

す。

　暫時休憩します。

（午前１１時６分　休憩）

（午前１１時７分　再開）

○野口博委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○野口博委員長　討論なしと認め、採決

します。

　認定第１号所管分について、認定する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　賛成多数。

　よって本件は認定すべきものと決定い

たしました。

　認定第５号について、認定することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○野口博委員長　全員賛成。

　よって本件は認定すべきものと決定い

たしました。

　以上で、本委員会を閉会いたします。

（午前１１時８分　閉会）
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　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り、署名する。

　総務常任委員長　野口　博

　総務常任委員　　三好義治
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